
正

などが挙げられている。

⑻ -

,2004.6.1.（「時間外の下院―アホートヌィ・

リャート」『ロシア新聞』、2004.6.1.)

⑼ -

://

www.akdi.ru/gd

,2004.6.1.（「時間外の下院―アホートヌィ・

リャート」『ロシア新聞』、2004.6.1.)；

調査
鎌田 文彦

2004年５月から６

, 2004.6.1.（「ベシニャコフは、

議員から大統領案を守った」『独立新聞』、2004.6.1.)

⑽

（「『ロシア連邦の国民投票に関する連邦

の憲法的法律』に対する専門的意見」）＜http://

www.legislature.ru/monitor/izmmeneniyavybor-

y/54268-4ekspfund.html＞（last  access：

2004.8.31.)

査報告を中心に、全人代

の最近

,

2004.6.3.（「民主主義は十分だ」『新時代』、

2004.6.3.)

民代表大会常務委員会

（以下「全人代

,2004.6.3.（「下院は新国民投票

法可決を急ぐだろう」『独立新聞』、2004.6.3.)

（参考文献）（注で記したものは除く）

・

代は、事態の

深刻さに警鐘を鳴らすと

（ ロシア連邦の国民投票に関

する連邦の憲法的法律」（「新国民投票法」）＜http

点から中国農

村の現状について調査を

/proekt/094824GD.SHTM＞（last
 

access：2004.8.31.)

（みぞぐち しゅうへい・海外立法情報課非常

勤調査員）

【短信：中国】

全国人民代表大会による土地管理法の執行情況

情況調査

全人代は、憲法上、最高の

月にかけて、全国人民代表

大会（以下「全人代」とする。）は、1986年に制

定され、1998年に改正された土地管理法の執行

情況に関する大規模な調査を実施した。調査の

結果、耕地面積の減少、食糧生産の減少、都市

と農村の収入格差の拡大など、農村をめぐる諸

問題の実態が明らかとなり、全人

なる独自

の調査活動について紹介する

共に、問題解決のため

のいくつかの提言を発表した。

全人代は、憲法により特定の問題に関する調

査権限を認められており、今回はこの権限に基

づき、国務院とは異

を入れて

の視

、全人

代の新しい

常務委」とする。）

行った。近年、全人代

は法律の執行情況調査に力

同第

国家

おり

機関と位

置付けら

動きとして注目されている。

本稿は、全人代の調

関である全国人

る（

代によ

5

権力

）。

行

を行使する

れており

。

１ 全人

第57

る法律の執

代及びそ

の常

機関とされてい

法

権 条

人条）

8

、全

の立法国は

機設

（

、

憲

中国
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従って、立法機関として法案を審議し、法律を

制定することが全人代の主たる役割であるが、

また一方で、必要な場合には、特定の問題につ

いて調査委員会を設置し、調査結果に基づいて

相応の決議を採択する権限も与えられている。

全人代が調査活動を行う場合は、すべての国の

機関、社会団体及び公民は、必要な資料を提供

する義務があるとされている（同第72条）。

全人代は、このような調査権限に基づいて、

すでに制定され、施行されている法律の執行情

況について、計画的に調査を実施し、その結果

を公表する活動を行っている（中国語で「執法

検査」と称する）。この活動は、全人代の重要な

役割の一つとして、近年次第に重視されるよう

になってきた。2004年に、執行情況調査の対象

とされた法律は、次のとおりで
(注１)

ある。

・義務教育法（1986年４月制定、1986年７月施

行）

・土地管理法（1986年６月制定、1987年１月施

行、1988年12月第一次改正、1998年８月第二

次改正）

・労働組合法（1992年４月制定・施行、2001年

10月改正）

・動物防疫法（1997年７月制定、1998年１月施

行）

・輸出入動植物検疫法（1991年10月制定、1992

年４月施行）

・統計法（1983年12月制定、1984年１月施行、

1996年５月改正）

過去に制定された法律の中で、その時々の政

治的、社会的、経済的情況に鑑みて、重要とさ

れる法律が選択され、調査の対象とされて
(注２)

いる。

２ 「三農問題」と土地管理法

2004年の調査対象とされた法律の中で、最も

注目を集めたのが土地管理法である。中国では、

現在、農業問題、農村問題、農民問題を意味す

る「三農問題」が、解決を要する最重要課題と

されて
(注３)

いる。急激な発展を続ける都市部に比べ

て、農村部は相対的に停滞状態にあり、都市と

農村の格差は様々な局面で拡大の一途をたどっ

ている。「三農問題」は、これ以上放置すること

ができない深刻な問題であるとの認識が広く社

会一般に共有されるようになっており、その課

題と密接に関連する土地管理法の執行情況調査

が注目を集めたのである。

土地管理法は、土地公有制の原則を保持しつ

つ、土地の私的な使用権を認め、土地の合理的

な利用を促進することを目的として、1986年に

制定された。農民に対しては、耕作を請け負っ

た土地の使用権を長期間保障し、また一方で、

その使用権の譲渡をも認めるなど、限りなく私

有制に近い土地管理のあり方が規定された。

しかし、土地の流動化が進むにつれて、耕地

面積の激減という新たな問題が発生したため、

1998年には、それを食い止める目的で、土地に

対するマクロ・コントロールを強化する内容の

改正がなされた。例えば、地方政府は「土地利

用総合計画」を策定し、耕地を保護し、耕地の

他の用途への変更を極力抑えるべきことが規定

さ
(注４)

れた。

この土地管理法が、所期の目的どおり、「三農

問題」の解決のために、有効に機能しているか

どうかをめぐって、大規模な調査が実施された

のである。

３ 土地管理法に関する調査

調査は、2004年５月初旬から約１か月をかけ

て行われた。全人代常務委委員、全人代専門委

員会委員、全国人民
(注５)

代表、及び関係行政部門の

担当者等100人余りからなる調査団が編成され

た。調査団は、３班に分かれ、盛華仁ら３人の

全人代常務委副委員長が班長として、それぞれ

班を率い、手分けして、全国15の省、自治区、

直轄市を回り、現地調査を行った。また、別途

７省の地方人民代表大会に調査を委託し、当該

中国
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地域の情況に関する報告を受けた。６月半ばま

でに調査結果が集約され、６月21日から25日ま

で開催された第10期全人代常務委第10回会議に

おいて、盛華仁副委員長により、この調査結果

が報告さ
(注６)

れた。

４ 調査報告の内容

⑴ 中国農村の現状

報告は、中国農村の現状について、次のよう

な統計数字を挙げて、「三農問題」の深刻さを指

摘している。

① 耕地面積の減少

中国の耕地面積は、1996年に19.51億ムー（１

ムーは約667平方メートル）であったが、2003年

には18.51億ムーとなり、７年間で１億ムーも減

少した。
(注７)

食糧の栽培面積は1998年の17.1億ムー

から、2003年の15億ムーまで減少し、建国以来

最低の水準となった。

② 食糧生産の減少

食糧の生産量は、年々減少の一途をたどって

いる。1998年の食糧生産量は、１兆200億斤（１

斤は0.5キログラム）だったが、2002年には9100

億斤、2003年には8600億斤へと減少した。人口

１人当り食糧生産量は、1998年は825斤だった

が、2003年には667斤となった。

③ 都市と農村の収入格差の拡大

全国の農民の一人当り収入は、2000年から

2003年までの４年間について、前年比でそれぞ

れ2.1％、4.2％、4.8％、4.3％の割合で増加し

た。しかし、この増加率は第10期５か年計画

（2001年～2005年）で掲げられた目標値である

５％を下回っている。また、都市住民の収入の

増加と比較して緩慢であり、結果として、農民

と都市住民の収入の比率は、各年それぞれ１：

2.78、１：2.90、１：3.11、１：3.24となり、

年々格差が拡大している。

⑵ 土地管理の現状

報告によれば、1998年の土地管理法改正以降

も、耕地の減少には歯止めがかかっていない。

各省、自治区、直轄市は、改正土地管理法に基

づいて、1999年に、それぞれ「土地利用総合計

画」を策定した。国務院がそれらを集約し、2010

年の全国の耕地面積の目標値を19.2億ムーに設

定した。ところが、実際には、前述のとおり2003

年末段階で耕地は18.51億ムーとなり、すでに想

定ラインを下回っている。

このような事態を招いている要因として、報

告は次の諸点を指摘している。

① 開発区の乱立

企業・工場誘致等を目的とした開発区建設が

全国のあらゆる地域で乱脈に進められている。

省、自治区、直轄市レベルから、農村末端の郷・

鎮政府レベルまで、全国に6015の開発区計画が

あり、その面積は3.54万平方キロ（約5300万ムー

に相当）に達する。開発区の土地の多くは、農

地が転用されることになっている。

② 乱脈な都市再開発

不必要な都市再開発が全国各地に見られる。

各都市に大通り、広場、大規模公園が作られ、

テーマパーク、学術センター、行政センターな

どの名目の再開発が行われている。また、建設

中及び計画段階のゴルフ場が全国に306か所あ

り、その総面積は48.8万ムーにのぼる。これら

の再開発は、多くの部分がやはり農地転用に

よって進められている。

③ 不適切な農業構造調整

ここ数年、穀類が豊作で食糧生産が順調だっ

たことを背景として、各地で食糧生産のための

耕地を、より収益性の高い果樹園、養殖漁業用

池などに転換することを容易に認める傾向が見

られた。このような不適切な農業構造調整策に

より、優良な耕地が大量に失われた。

④ 不適切な生態系回復措置

生態系回復のために、耕地を草地や林に戻す
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運動が全国的に推進されているが、その対象と

されるのは主として傾斜地など土壌流出が深刻

な土地である。しかし、割当目標達成のために、

高い生産性を有する優良な耕地まで犠牲にして

いる例が見られた。

⑶ 問題解決のための提言

土地管理法が、「三農問題」の解決のためには、

十分に機能していない現状に鑑みて、報告は以

下のような提言を行っている。

① 土地管理法に基づく耕地保護の徹底

既存の「土地利用総合計画」がすでに現実離

れした机上の空論と化している現状に鑑みて、

国務院が、省、自治区、直轄市に新たな計画の

策定を命じ、それぞれの耕地保護の目標値を定

め、省、自治区、直轄市の長に、目標達成の全

面的な責任を負わせる。

② 農業分野のインフラ整備

調査の結果、灌漑設備が不十分で、土壌流出

等の被害が深刻な耕地が全国に広がっているこ

とが明らかになった。統計によれば、「高生産」

に分類される耕地は35パーセントであり、残り

の65パーセントは、「中低生産」の耕地である。

一方、インフラ整備に投下される資本のうち、

農業分野に投入されるのは、わずか2.7パーセン

トに止まるとの統計もある。報告では、このよ

うな情況を打開し、耕地の質を高め、食糧の総

合生産力を増大させるに足る予算を農村及び農

業分野に投入すべきとしている。

③ 農民の食糧生産に対する積極性の鼓舞

食糧生産に対する補助金の支給、食糧価格の

維持、農民に対する小口融資制度の充実等あら

ゆる施策を動員し、食糧生産に従事する農民の

実収入の増加をはかり、食糧生産に対する農民

の積極性を鼓舞すべきことを訴えている。

５ 全人代による調査の意義

以上のように、全人代は、国務院（行政）と

は別ルートで、その時々の社会情況に照らして

重要な法律の執行情況について独自の調査を行

い、その調査結果に基づいて、中央及び地方政

府に提言を行い、また新たな立法課題、既存の

法律の改正の課題を掘り起こそうとしている。

全人代の提言は、必ずしも強制的な性格を持つ

わけではないが、マスコミ等でも広く報じられ

ており、行政部門としても無視し得ない影響力

を発揮しているものと考えられる。

かつては、中国共産党の政策を追認するだけ

の「ゴム印」会議と揶揄されていた全人代であ

るが、最近では「人民」の代表が構成する最高

の国家権力機関たるに相応しい活動を展開しよ

うとしており、土地管理法についての調査及び

「三農問題」に対する提言にも、そのような姿

勢が顕著に現れている。全人代が変わりつつあ

ることの一つの兆候と言えよう。

(注)

⑴ 「全人代常務委の2004年法律執行調査」（全人代

ホームページより）＜http://www.people.com.cn/

GB/14576/28320/33098/index.html＞（last access

2004.9.22）

⑵ ちなみに、2003年に調査の対象とされたのは、次の

法律であった。

・固体廃棄物環境汚染防止法（1995年10月制定、1996

年４月施行）

・未成年者保護法（1991年９月制定、1992年１月施

行）

・建築法（1997年11月制定、1998年３月施行）

・農村土地請負法（2002年８月制定、2003年３月施

行）

・科学技術進歩法（1993年７月制定、1993年10月施

行）

「全人代常務委の2003年法律執行調査」（全人代ホー

ムページより）＜http://www.npcnews.com.cn/gb/

paper12/1/class001200089/hwz237839.htm＞（last
 

access2004.9.22）
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⑶ 「三農問題」の重要性を指摘する論評は多数発表さ

れている。例えば、「『三農』問題の解決を最重要視」

『人民日報』2004.7.7参照。

⑷ 改正土地管理法の邦訳は、例えば次の資料参照。

宮坂宏編訳『増補改訂現代中国法令集』専修大学出版

局、1997.4、pp.221-231。

『中国経済六法』2003年版、日本国際貿易促進協会、

2002年11月、pp.139-152。

また、土地管理法の改正の背景及びその意義等につ

いては、次の論文参照。

曽我貴志、渡辺剛「中国土地管理法の改正」『国際商

事法務』26巻11号、1998年11月、pp.1186-1192。

小川竹一「中国土地管理法の改正」『沖縄大学地域研

究所年報』14、1999年、pp.3-32。

⑸ 全国各地域を代表して選出される全人代の構成員

である。

⑹ 盛華仁「全人代常務委の土地管理法実施情況に関

する調査報告」（人民ネット2004.6.25）＜http://

www1.people.com.cn/GB/14576/28320/34543/

34546/2598326.html＞（last access2004.9.22）

⑺ 中国語では「糧食」。中国語の「糧食」は、穀物、

豆類、芋類等主食物の総称である。本文では、「食糧」

と表記した。

（かまた ふみひこ・海外立法情報課）

【短信：シンガポール】

シンガポール憲法の改正
権 香 淑

2004年４月19日、シンガポール第10回国会に

おいて「2004年シンガポール憲法改正案」（Con-

stitution of The Republic of Singapore
 

Amendment Bill of2004）が可決された。シン

ガポールの憲法は、マレーシア連邦からの独立

後、初めて召集された国会で「シンガポール共

和国
(注１)

憲法」が制定（1965年12月８日）されて以

来、頻繁に改正がなされ、1990年代はほぼ毎年

１-２回のペースで、今世紀に入ってからは４度

目の改正となる。

シンガポール憲法の度重なる改正は、独立時

の複雑な憲法状況によるところが多く、このこ

とはシンガポール憲法の特徴として現行の憲法

体系に反映されている。この度の改正憲法も、

シンガポール憲法の特殊性を踏まえて成立して

おり、この点を理解することなく改正理由及び

背景などを把握するのは困難である。したがっ

て、本稿では、まず、憲法の特徴及び改憲手続

きについて簡単にではあるが触れた上で、改正

の主要項目について紹介する。

１ シンガポール憲法の特徴

歴史的にイギリスの植民地であったシンガ

ポールの憲法は、基本的にイギリス法のコモ

ン・ローを踏襲している「軟性憲法」である。

一方で、シンガポールがイギリスの支配から軍

事及び外交権を除く「内政自治権」を獲得した

1959年以降も「マレーシア連邦」の一つの州と

して位置付けられたことから、マレーシア憲法

との共通点も少なくない。そもそも州という一

地域の「憲法」が独立国家の憲法に移行したと

いう経緯があるため、本来、近代国家が持つべ

シンガポール
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